




A Basic Study on the Subject of “Constitutional Law” in the Higher 





  As a fundamental procedure to shed light on the complete picture of the subject of constitutional 
law in the higher civil service examination for appointment of government officials prior to World 
War II, the examination board members and their career summaries, as well as a list of examination 
questions, has been compiled in this paper, along with simple observations toward future research. 
Over 26 years, there were 33 examination board members in charge of the subject of 
constitutional law in the higher civil service examination. The structure of the board members was 
characteristic in that there were 3 branches involved when grouping them by attributes.  
The written examination regarding constitutional law in the higher civil service examination was 
standardized to have 2 major questions. Categorizing the examination questions by "method of 
responding," questions that require the respondent to submit their opinions and assertions make up 
over 60% of the total, while questions that test understanding of knowledge comprised less than 
15%. 
Separating the content of examination questions into 5 categories, the category which appeared 
with the highest frequency was the "function of the nation," comprising nearly 40% of the total. 
With that said, observing the characteristics of the 3 branches, a significant variance can be seen in 
the ratio of question categories submitted. 
As a future objective, I would like to assess the relationship between the examination board 
members and examination questions compiled in this paper. To provide more detail, I would like to 
observe the content of the questions with a focus on the theories of examination board members, 









































































表 1 は行政科、司法科、外交科、各科別の試験委員の一覧14)、表 2 はその略歴である。26
年間に延べ人数で 33 名が担当し、属性で区分すると帝国大学教授、同助教授、元同教授
（以下、三者の区別が必要な場合を除き、帝大教授）が 11 名、行政官、司法官が 18 名、




委員の構成により時期を区分することは困難であるが、概ね 3 期に分けることができよう。 
第 1 期は第 1 回の 1918 年から天皇機関説事件前の 1934 年までの期間で、二分法でい
う天皇機関説論者と天皇主体説論者、どちらか一方によるのではなく、ある程度均衡が保
たれて試験委員が銓衡され、属性としては帝大教授、行政官、司法官で構成されていた時
期である。第 2 期は 1935 年から 1940 年までで、天皇機関説事件により、天皇機関説論
者に分類された憲法学者が試験委員から一掃されたことで、一人が各科を重複担当する必
要が生じるなど、銓衡の困難さが露わになりつつも、試験委員の属性としては帝大教授、
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第 1 期の前半、1928 年までは行政裁判所評定官清水澄と帝大教授上杉慎吉を主とした 2
名体制で、後半、上杉の死去後の 1929 年から 1934 年までは、主に清水と帝大教授野村淳
治、同筧克彦の 3 名体制であった。第 2 期は清水が委嘱を辞退し、天皇機関説事件の影響
により野村が憲法の担当を外れたことを受け、1935、1936 年は筧と帝大教授佐藤丑次郎
の 2 名、1937 年以降は帝大教授黒田覚を加えて 3 名となり、全員が帝大教授という構成
であった。佐藤の死去により 1940 年は、帝大教授 2 名と行政官 2 名の 4 名体制となった。
第 3 期は 1941 年に国民精神文化研究所の井上孚麿が加わり 5 名体制となった。外交科が
行政科に合併された 1942、1943 年は行政官に代わり、国民精神文化研究所の大串兎代夫、
私大教授の中野登美雄、山崎又次郎が加わり、帝大教授 2 名、国民精神文化研究所 2 名、








にもかかわらず、憲法の試験委員延べ 33 名のうち半数以上の 19 名が携わった入れ替わり
が激しい科であった。第 1 期は初回の 1923 年は上杉、野村の帝大教授 2 名体制で、以降
1928 年までは帝大教授 2 名と大審院所属の司法官 1 名の 3 名体制、1929 年以降は帝大教
授 3 名と司法官 1 名の 4 名体制であった。第 2 期は天皇機関説事件を受け宮沢俊義、渡辺
宗太郎の両帝大教授が銓衡されず、司法官尾佐竹猛は途中交代となった。以降、佐藤、筧、
黒田の帝大教授と司法官 1~2 名の 4 名体制となった。佐藤の死去の影響を受けた 1940 年
は、司法科の試験で初めて法制局所属の森山鋭一も担当している。第 3 期は 1942 年以降、






外交科の試験委員の構成は第 1 期から第 3 期をとおして変わらず、終始帝大教授 1 名と


























































































































清水澄 ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○          




○ ○  ○ △                
野村淳治   ○   ● ● ● ●  △ ○ ○ ○ ○ ○ ○          
筧克彦 
 

























































森口繁治          ▲ ● ● ● ○             
佐藤丑次郎 
 

































    
入江俊郎                       
 
○ ○   
井上孚麿                       
 
 ○ ○ ○ 
大串兎代夫                       
 
  ○ ○ 
中野登美雄     
 




山崎又次郎                         ○ ○ 
市村光恵       ● ● ● ▲                 
吾孫子勝       ● ● ● ● ● ● ●              
宮沢俊義          ● ● ●    ● ●          
佐々木惣一              ● ● ▲           
島田鉄吉              ● ● ●  ▲ ●        
渡辺宗太郎                 ●          
尾佐竹猛                 ● ▲         
矢部克巳                   ● ● ●  ● ● ● ● 
神谷健夫                      ●     
中島弘道                        ●   
久保田美英                         ● ● 
美濃部達吉 
 
◎ ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ 
○ 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
● 
◎ ◎ ◎          
馬場鍈一 ◎ ◎ ◎ ◎                       
松村真一郎 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎                      
                           
金森徳次郎      ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎          
山本犀蔵      ◎ ◎                    
黒崎定三     ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎            
村瀬直養                ◎           
樋貝詮三                 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎     
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表 2 高等試験令下における「憲法」の試験委員の略歴 
















































































1932 年貴族院議員（～1935 年）、1934 年依願
免本官、同名誉教授、『憲法講話』（1912 年）『憲






















 京都帝大教授 1902 年東京帝大学講師、1903 年京都帝大助教


























  京都帝大教授 1918 年京都帝大法学部助教授、1923 年同教授、
1926 年法学博士、1933 年依願本免官（滝川事
件により）、立命館大学教授、『憲法学原理』 総
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注：『帝国大学出身人名事典』第 3 巻、第 4 巻、2003 年、日本図書センター、『戦前期日本の官僚制の制度・組織・人
事』東京大学出版会、1981 年、『日本歴史人物事典』朝日新聞、1994 年、「大串兎代夫履歴」『国家権威の研究』
（大串兎代夫戦後著作集）、皇学館大学出版部、2010 年、「黒田覚教授略歴」『東京都立大学法学会雑誌』第 3 巻



















































































































留学、1928 年 台北帝国大学教授、1936 年国民
精神文化研究所員、『所謂天皇機関説に就て』




























































すべての科でそれぞれ 2 題に統一されている。表 3 は、行政科が 1918 年から 1943 年ま
での 52 題、司法科が 1923 年から 1943 年までの 42 題、外交科が 1918 年から 1941 年ま
での 48 題、合計 142 題を一覧にしたものである。本節ではこれらの問題を概観していく。 
 
表 3 高等試験令下における「憲法」の筆記試験問題 
 行政科 外交科 司法科 
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事』東京大学出版会、1981 年、『日本歴史人物事典』朝日新聞、1994 年、「大串兎代夫履歴」『国家権威の研究』
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注：試験問題は官報等への掲載による公式な発表がないため、『受験界』第 1 巻～第 23 巻（1920 年～1943 年）まで






































全 87(61.3%) 1(0.7%) 4(3.3%) 2(1.4%) 9(6.3%) 1(0.7%) 20(14.1%) 4(3.3%) 4(3.3%) 10(7.0%) 
行 29(55.8%) 1(1.9%) 1(1.9%)  6(11.5%) 1(1.9%) 8(15.4%)  2(3.8%) 1(1.9%) 3(5.8%) 
司 20(47.6%)  2(4.8%)  2(4.8%)  9(21.4%) 1(2.4%) 1(2.4%) 7(16.7%) 
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1932 年）の分類に依った19)。表 5 は大分類とその細目、表 6 は試験ごとの分類、表 7 は
項目ごとの結果である。 
 








出典：『答案基準新訂帝国憲法解題』第 12 版、文信社、1932 年 
 







天皇 帝国議会 国家ノ作用 
行 司 外 行 司 外 行 司 外 行 司 外 行 司 外 
1918 年 1  1    1 1    
1919 年     1  2  1  2 
1920 年  1   1     2 
1921 年 1    1    1  1 
1922 年 1    1    1  1 
1923 年 1  1 1 1    1  1 
1924 年 1   1   1 1  1 1 
1925 年 1     1 1 1 1 1  
1926 年    1  1  2 1 1 
1927 年 1  1  1 1  1 1    
1928 年 1   1 1 1 1  1   
1929 年 1     1  1 1 1 1 
1930 年 1    2    1 2 
1931 年   1   1  1  2 1 
1932 年 1   1  1 1  1  1 
1933 年    1 1  1 2 1  
1934 年 1  1 1  1  1  1  
1935 年 1  1 1  1   1  1 
1936 年 1 2      1 1  1 
1937 年  1   1    1 1 2 
1938 年 1   1   1 1  1 1 
1939 年 1    1 1 1  1  1 
1940 年 1    1 2  1 1   
1941 年 1   1    1 1   2 
1942 年 1     1 1   1  
1943 年 1     1 1  1  4  
 




全体として、出題率の最も高かった項目は「国家ノ作用」で 55 問、全体の 37.2%を占
め、「天皇」が 33 問で 22.2%、「憲法学ノ基礎概念」が 27 問で 18.2％と続いた。各科ごと




っている。司法科は、「天皇」が 31.8%と全体を 10 ポイント弱上回っている、一方で「帝
国議会」は 2 問、4.5%と他の科と比べても出題率が極めて低い。外交科は、「統治ノ客体」
が 9 問、17.3%と、比率が低い行政科を 10%以上上回っている一方で、「憲法学の基礎概
念」は全体より 10 ポイント弱、比率が高い行政科よりも 20 ポイント以上下回っている。
それぞれ科によって各項目の出題率には高低の差があるといえよう。 
 
表 7 高等試験令下における憲法の試験問題の出題傾向 
 全体 行政科 司法科 外交科 
憲法学ノ基礎概念 27 問（18.2％） 16 問（30.8%） 6 問（13.7%） 5 問（9.6%） 
統治権ノ客体 19 問（12.8%） 4 問（7.7%） 6 問（13.6%） 9 問（17.3%） 
天皇 33 問（22.2%） 8 問（15.4%） 14 問（31.8%） 11 問（21.2%） 
帝国議会 14 問（9.5%） 7 問（13.5%） 2 問（4.5%） 5 問（9.6%） 
国家ノ作用 55 問（37.2%） 17 問（32.7%） 16 問（36.3%） 22 問（42.3%） 
 
では、試験が行われた時期によって出題傾向に変化はあるのであろうか。時期区分につ
いては、本稿 2 節において試験委員の構成により、第 1 期を 1918 年から天皇機関説事件
前の 1934 年までの期間、第 2 期を 1935 年から 1940 年までの期間、第 3 期を 1941 年か
ら 1943 年までの期間とした。第 1 期が 17 年間、第 2 期が 6 年間、第 3 期が 3 年間と、
期間に大きな差があり、外交科は、第 3 期は 1 年しか試験を行っていないため、この時期
区分から出題傾向の変化を読み取ることは難しいが、「天皇」の項目について、司法科では
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高等試験令下において憲法を担当した試験委員は、26 年間に延べ人数で 33 名であった。
属性で区分すると帝国大学教授、同助教授、元同教授が 11 名、行政官、司法官が 18 名、
国民精神文化研究所所員 2 名、私立大学教授が 2 名で、行政科、司法科、外交科の各科に
よりそれぞれ構成には特徴がみられた。 
高等試験令下における憲法の筆記試験は、すべての科でそれぞれ大問題 2 題に統一され








1932 年）の分類に依った19)。表 5 は大分類とその細目、表 6 は試験ごとの分類、表 7 は
項目ごとの結果である。 
 








出典：『答案基準新訂帝国憲法解題』第 12 版、文信社、1932 年 
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1922 年 1    1    1  1 
1923 年 1  1 1 1    1  1 
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全体として、出題率の最も高かった項目は「国家ノ作用」で 55 問、全体の 37.2%を占
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